
（この資料中の数値は、各項目で四捨五入していることがあるため、合計などが一致しない場合があります。）

令和７年度 当初予算の概要
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主要施策のロードマップ

避難所に
空調設備を整備

雨に強いまちづくり
ビジョンを策定

道路冠水警報装置
を設置

安全安心に
つながる取り組みを

強化

各地区の
浸水リスクを

段階的に軽減

※ R7年度の右上の金額は、施策ごとの総事業費を掲載

安全安心まちづくり
基金の新設

学校・保育所等給食物価高騰支援

学校における取り組み

予算額 6.7億円

予算額 0.6億円

地産地消の
推進

生活者
支援
事業者
支援

ラストワンマイル
交通需要調査

持続可能な
地域公共交通

ネットワークを形成

※3月補正予算/R7年度実施

・無人自動運転バスの実証
・広域路線バス「宮若・宗像線」の運行

・MaaS※の推進（デジタルチケットの導入）

地域公共交通の
再編

市内における取り組み

農業・水産業者物価高騰支援

詳細はP４に掲載

詳細はP５に掲載

詳細はP６上段に掲載

予算額2.5億円

予算額 1.3億円

※複数の公共交通を組み合わせた経路の検索や一括して支払い等を行うサービス

既存公共交通の運行維持（赤字補填）
・乗合バス（津屋崎・鐘崎線及び森林都市線）、ふれあいバス、コミュニティバスほか

予算額 5.4億円

予算額 1.7億円

予算額 2.5億円

予算額 0.9億円

予算額 5.1億円

予算額 3.0億円

宗像フェアの開催

学校給食に
地場産品を

積極的に活用

予算額 1.6億円

予算額 1.0億円

プレミアム付き商品券
（むなPay）の実施

予算額 0.4億円

下水道使用料の減免

予算額 0.4億円

予算額 0.2億円

自動運転バスの
実証事業

さらなる食育と
地産地消の推進

社会情勢に応じて
市民生活の安定を

確保

詳細はP６下段に掲載

・食育プロジェクト商品開発
・学校食育プログラム

・食育推進事業の実施
・宗像フェアの開催等

※下水道事業会計にて予算計上

学校等給食費の補助

プレミアム付き商品券

浸水対策の加速
（エリア：田久、栄町・くりえいと）

公共ライドシェア事業の実証開始

防災行政無線の強化
・市全域に防災情報を伝達

R6以前 R7 R8以降
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主要施策のロードマップ ※文中のページ番号は各部の運営方針・主要事業の概要のページ番号
R4,5年度は決算成果報告書、R6,R7は予算参考資料の事業費を集計
各年度の右上の金額は、施策ごとの総事業費を掲載

デ
ジ
タ
ル

重
層
的
支
援

体
制
整
備

重層的支援体制の
移行準備

重層的支援
コーディネーターの配置、
多様な地域活動のための

環境整備

庁内連携会議
設置

【健康福祉部】重層的支援体制整備事業費 0.2億円(P46)

電子申請可能な
手続きの拡大、
テレワーク環境の

充実

「自治体DX推進計画」
「宗像市DX推進方針」

に基づくDXの推進

0.3億円 0.4億円

書かない窓口
自治体ポータルアプリ

1.0億円

自治体ポータルアプリの運用開始
【総務部】デジタル化推進事業費 0.6億円(P25)

デジタル技術による
市民生活の利便性向上

重層的支援体制整備の
さらなる推進

予算額 0.6億円

予算額 0.2億円

人
へ
の
投
資

人財の確保
労働環境の改善
学ぶ機会の充実

【経営企画部】人づくり推進事業費 0.2億円(P30)

働きやすい環境づくりと
人財の確保を推進

予算額 1.6億円

保育士等の
職業紹介所の運営

人材マネジメントの
取り組みの充実

2.0億円

学ぶ機会の充実
【市民協働部】女性活躍推進事業費 373万円(P34)

子
育
て

0.1億円

子育て環境の充実
妊娠・子育て支援強化
（子ども家庭センター）

病児・病後児保育
サービスの充実、
こども計画の策定

産後ケア事業の
拡充

「こども計画」に基づく
施策の推進

予算額 6.6億円

専門機関と協働した相談支援体制の強化

就労サポートセンターを中心とした就労支援

働きやすい環境づくりをサポート
【健康福祉部】介護職員人材確保対策費 0.4億円(P47)

【子ども子育て部】教育・保育施設型給付事業費 うち0.9億円(P80)

学童保育所を増設
（河東小学校及び河東西小学校）

【子ども子育て部】学童保育所整備事業費 1.9億円(P80)

子ども医療費助成（高校生等への拡充）
【子ども子育て部】子ども医療費 4.7億円(P81)

産学官連携による子どもの健康づくりの推進
【子ども子育て部】母子保健事業費 うち300万円(P81)

360万円

1.2億円

R4 R5 R6 R7 R8以降
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安全・安心なまちづくりの確保（防災対策）
災害発生時の被害を最小限に抑え、市民生活と経済活動を維持できる強固なまちづくり

6.7億円

１． 当初予算のポイント令和７年度当初予算のポイント

・高性能スピーカーを導入し、Jアラート等の既存システムと連携を図り、
市民へ確実に緊急防災情報の伝達を行う。
【危機管理課／緊急情報伝達システム事業費】（P26） 537.0百万円

・田久地区に河川からの逆流を防止するフラップゲートを整備
・くりえいと地区の浸水対策に向けた設計 等
【下水道課・都市計画課雨水対策室／雨水浸水対策事業】
（P61）113.6百万円

（下水道事業会計）
既設

予定

既設
スピーカー２４基
サイレン １１基

予定
高性能スピーカー
３８基

広く確実な
災害情報の伝達

河川からの
逆流を防止

防災行政無線の強化 浸水対策の加速

・移動式排水ポンプ設備整備工事
【危機管理課／防災対策事業費】（P26）うち 15.0百万円

桁構造フラップゲート 簡易フラップゲート

5.4億円 1.3億円

・調整池の活用方法を検討
【都市計画課／都市計画策定費】（P60）うち 1.5百万円
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地域公共交通ネットワークの再編に向けて
利便性と持続可能性を両立する地域公共交通ネットワークの再編に向けた取り組み

5.1億円

１． 当初予算のポイント令和７年度当初予算のポイント

イメージ

・タクシー車両で同じ方向に向かう複数人を乗り合いで輸送
・遊休タクシーや一般ドライバーの活用により地域で支える公共ライドシェア
【地域公共交通政策室／デマンド交通事業費】 175.3百万円

（令和6年度3月補正予算）

公共ライドシェアの実証 既存公共交通の運行維持

宮若・宗像線の運行開始、自動運転実証事業等

宮若・宗像線イメージ

・乗合バス運行負担金（津屋崎・鐘崎線及び森林都市線の赤字補填）
【地域公共交通政策室／公共交通整備事業費】（P59）うち 123.3百万円

・ふれあいバス、コミュニティバス運行補助金
【地域公共交通政策室／公共交通整備事業費】（P59）うち 108.5百万円

・オンデマンドバス運行補助金
【地域公共交通政策室／デマンド交通事業費】（P59）うち 15.0百万円

・宗像市と宮若市を繋ぐ広域路線バスの運行を開始
【地域公共交通政策室／公共交通整備事業費】（P59）うち 6.3百万円

・自由ヶ丘地区で自動運転バスを実証運行
【都市再生課／団地再生推進事業費】（P60）うち 80.0百万円

自動運転バスイメージ

・乗り継ぎ乗車券、MaaSチケット導入等
【地域公共交通政策室／公共交通利用促進対策事業費】
（P59）うち 0.6百万円

1.7億円 2.5億円

0.9億円
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分類 対策内容 R4 R5 R6(3月補正) R7当初

給食等 学校給食物価高騰支援 18.2 56.2 72.3 125.4

保育所等給食物価高騰支援等 27.6 40.7 33.3 39.1

市民 プレミアム付商品券事業 57.9 132.7 133.0 95.0

下水道使用料の減免等 347.1 - - -

福祉 高齢者施設等物価高騰支援 44.9 24.3 11.3 -

障害福祉サービス事業所等物価高騰支援 19.9 1.7 0.4 -

産業 農業・水産業物価高騰支援 46.5 42.5 - 40.7

その他（運送業物価高騰支援等） 33.5 68.6 - -

595.6 366.7 250.3 300.2

574.1 324.5 175.1 237.1

計
（上記計のうち）物価高騰対策に係る国庫補助金充当額

食のまち宗像の推進
宗像の素晴らしい食を継承し、未来へつなぎ、まちのさらなる成長、発展へ

0.6億円

物価高騰対策 3.0億円

令和7年度当初予算のポイント

令和7年度事業

【安全安心な学校づくり課／学校給食管理運営費】
（P72）うち 125.4百万円
【子ども育成課／教育・保育施設型給付事業費】
（P80）うち 39.1百万円
【産業政策課／中小事業者等支援事業費】
（P66）うち 95.0百万円

【農林水産課／農業振興事業費】
（P65）うち 4.0百万円
【農林水産課／水産業振興事業費】
（P66）うち 36.7百万円

令和7年度事業

・食育推進事業
【健康課／健康づくり事業費】（P48）うち 2.5百万円

・地産地消電子商品券、市内外におけるむなかたフェアの実施
【産業政策課／産業政策推進事業費】（P66）うち 20.3百万円

・学校給食配送費補助、有機農業普及促進補助等
【農林水産課／農業振興事業費】（P65）うち 6.2百万円

・水産物の学校給食活用
【農林水産課／水産業振興事業費】（P66）うち 13.1百万円

・食育プロジェクト商品開発委託等
【安全安心な学校づくり課／学校・家庭・地域連携食育推進事業費】

（P72）16.3百万円
「食のまち宗像」事業から生まれた
チョコレート「saison de MUNAKATA」
（セゾン・ド・宗像～宗像の四季だより～）

発売時には中学生が販売を行い、
市や宗像の食をアピール

0.6億円

3.0億円
▼本市のこれまでの物価高騰対策まとめ （単位：百万円）

※国実施の物価高騰対策（定額減税補足給付金等）を除く。
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●一般会計
安全安心まちづくり基金に係る積立金が30.0億円の減
小学校及び中学校における体育館空調設備整備費の減等
により投資的経費が22.7億円の減
児童手当制度及び保育制度の改正等により扶助費が
19.8億円の増

●特別会計
・国民健康保険特別会計（事業勘定）
被保険者の療養給付費の減少等により10.2億円の減

・後期高齢者医療特別会計
後期高齢者医療広域連合納付金の増加等により
1.4億円の増

・介護保険特別会計
施設介護サービスなどの保険給付費の増加等により
1.0億円の増

●下水道事業会計
建設改良費の減少等により3.9億円の減

会計別の予算と直近5か年の推移

（億円）

(億円）

A B B－A=C C/A
480.3 444.7 ▲ 35.6 ▲ 7.4 64.2
215.7 208.3 ▲ 7.4 ▲ 3.4 30.1

 国民健康保険特別会計
（事業勘定） 106.8 96.6 ▲ 10.2 ▲ 9.6 14.0
 国民健康保険特別会計
（直営診療施設勘定） 0.8 0.9 0.1 12.5 0.1
 後期高齢者医療
 特別会計 20.5 21.9 1.4 6.8 3.2
 介護保険特別会計 80.8 81.8 1.0 1.2 11.8
 介護認定審査会
 特別会計 0.5 0.6 0.1 20.0 0.1
 渡船事業特別会計 6.3 6.5 0.2 3.2 0.9

43.5 39.6 ▲ 3.9 ▲ 9.0 5.7
 下水道事業会計 43.5 39.6 ▲ 3.9 ▲ 9.0 5.7

739.5 692.6 ▲ 46.9 ▲ 6.3 100.0
（注）公営企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出（いずれも税込み）の合計額である。

構成比(%)

一般会計
特別会計

公営企業会計

合　計

区　　　分 R6当初 R7当初 増減額 増減比(%)
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一般会計の歳入予算
●市税
市民税（個人）の増
（42.7億円 → 47.7億円 +5.0億円）
※R6年度の定額減税終了に伴うもの
新築家屋及び償却資産(設備投資)の増
固定資産税（42.6億円 → 43.3億円 ＋0.7億円）

●繰入金
財政調整基金繰入金の減
（43.1億円 → 7.8億円 ▲35.3億円）
※うち30.0億円の減は、安全安心まちづくり基金の設置によるもの
減債基金繰入金の減（13.7億円 → 0円 ▲13.7億円）
ふるさと基金繰入金の減（13.1億円 → 9.6億円 ▲3.5億円）
安全安心まちづくり基金繰入金の増
（0円 → 0.7億円 +0.7億円）

●各種交付金
地方特例交付金の減 (6.5億円 → 1.2億円 ▲5.3億円）
※R6年度は地方特例交付金にて定額減税による減収額を補填

●地方交付税
普通交付税の増（70.2億円 → 80.4億円 +10.2億円）

●国庫支出金
児童手当給付費に係る国庫負担金の増
（10.7億円 → 19.8億円 +9.1億円）
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の減
（10.1億円 → 8.9億円 ▲1.2億円）

●市債
市立学校体育館空調設備整備事業に係る緊急防災・減災
事業債の減
（26.3億円 → 0円 ▲26.3億円）
庁舎等整備事業に係る脱炭素化推進事業債の減
（3.1億円 → 0円 ▲3.1億円）

※カッコ内の数字は、（前年度予算額 → 今年度予算額 前年度増減額）

（億円)

A B B－A=C C/A
102.0 108.0 6.0 5.9 24.3 

分担金及び負担金 3.1 3.2 0.1 3.2 0.7 
使用料及び手数料 5.1 5.1 0.0 0.0 1.2 

1.0 0.9 ▲ 0.1 ▲10.0 0.2 
15.7 15.9 0.2 1.3 3.6 
73.4 22.9 ▲ 50.5 ▲ 68.8 5.1 
1.0 1.0 0.0 0.0 0.2 
6.9 8.7 1.8 26.1 2.0 

208.2 165.7 ▲ 42.5 ▲ 20.4 37.3 
3.8 3.6 ▲ 0.2 ▲ 5.3 0.8 

34.2 29.6 ▲ 4.6 ▲ 13.5 6.6 
76.6 87.9 11.3 14.8 19.8 
80.6 100.4 19.8 24.6 22.7 
34.9 38.1 3.2 9.2 8.5 
42.0 19.4 ▲ 22.6 ▲ 53.8 4.3 

272.1 279.0 6.9 2.5 62.7 
480.3 444.7 ▲ 35.6 ▲ 7.4 100.0 合　　計

構成比(%)

自
主
財
源

市税

自主財源小計

依
存
財
源

依存財源小計

区分 R6当初 R7当初 増減額 増減比(%)

財産収入
寄附金
繰入金
繰越金

県支出金
市債

諸収入

地方譲与税
各種交付金
地方交付税
国庫支出金
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（億円）

104.6 108.1 108.4 102.0 108.0
8.5 9.6 36.7 73.4 22.943.1 55.2

51.5 32.8
34.8

83.7 82.9
87.4 76.6

87.9

139.4 133.5
128.5 115.5 138.5

20.5 22.7
24.4 42.0 19.430.8 29.7
30.4 38.0

33.2

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

R3決算 R4決算 R5決算 R6当初 R7当初

歳入予算 直近5か年の推移

市税 繰入金 その他自主財源 地方交付税 国県支出金 市債 その他依存財源

467.3
430.6 444.7441.7

480.3

一般会計の歳入予算（直近5か年の推移と財源比較）

市税
24%

繰入金
5%その他

自主財源
8%

地方交付税
20%

国県支出金
31%

市債
4%

その他
依存財源

7%

令和7年度当初歳入予算 財源内訳

市税

繰入金

その他自主財源

地方交付税

国県支出金

市債

その他依存財源

自主
財源
37％

依存
財源
63％

市税
21%

繰入金
15%

その他
自主財源

7%地方交付税
16%

国県支出金
24%

市債
9%

その他
依存財源

8%

令和6年度当初歳入予算 財源内訳

市税

繰入金

その他自主財源

地方交付税

国県支出金

市債

その他依存財源

依存
財源
57％

自主
財源
43％
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＜義務的経費＞
●人件費
一般職員の人件費（36.1億円 → 38.7億円 +2.6億円）
会計年度任用職員の人件費（6.1億円 → 6.7億円 +0.6億円）

●扶助費
児童福祉費（52.8億円 → 68.8億円 +16.0億円）
うち 児童手当給付費（15.5億円 → 23.6億円 +8.1億円）

教育・保育施設型給付事業費（29.0億円 → 36.1億円 +7.1億円）
障害者福祉費（40.5億円 → 43.2億円 +2.7億円）
うち 障害者介護給付費（23.9億円 → 25.3億円 +1.4億円）

障害者訓練等給付費（11.6億円 → 12.9億円 +1.3億円）

●公債費
定期償還元金（24.2億円 → 23.2億円 ▲1.0億円）
繰上償還元金（13.7億円 → 0円 ▲13.7億円）

＜投資的経費＞
市立学校体育館空調設備整備事業費（26.3億円 → 0円 ▲26.3億円）
城山中学校整備事業費（4.7億円 → 1.3億円 ▲3.4億円）

＜その他経費＞
●物件費
学校情報化事業費（1.8億円 → 2.8億円 +1.0億円）
ＧＩＧＡスクール推進事業費（0.4億円 → 1.9億円 +1.5億円）
庁舎施設維持管理費（3.2億円 → 1.3億円 ▲1.9億円）

●補助費等
脱炭素社会推進事業費（0.1億円 → 3.3億円 +3.2億円）
物価高騰対応重点支援給付金給付事業費（3.3億円 → 0円 ▲3.3億円）

●積立金
安全安心まちづくり基金積立金（30.0億円 → 0円 ▲30.0億円）

※カッコ内の数字は、（前年度予算額 → 今年度予算額 前年度増減額）

一般会計の歳出予算【性質別】

（億円）

A B B－A=C C/A

200.9 210.3 9.4 4.7 47.3 

人件費 47.5 50.9 3.4 7.2 11.4 

扶助費 114.8 134.6 19.8 17.2 30.3 

公債費 38.6 24.8 ▲ 13.8 ▲ 35.8 5.6 

　投資的経費 52.9 30.2 ▲ 22.7 ▲ 42.9 6.8 

　その他経費 226.5 204.2 ▲ 22.3 ▲ 9.8 45.9 

物件費 72.9 78.3 5.4 7.4 17.6 

補助費等 67.6 69.4 1.8 2.7 15.6 

その他 86.0 56.5 ▲ 29.5 ▲ 34.3 12.7 

480.3 444.7 ▲ 35.6 ▲ 7.4 100.0 

増減額 増減比(%) 構成比(%)区分

　義務的経費

合計

R6当初 R7当初
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一般会計の歳出予算【性質別】（直近5か年の推移と構成比較）
（億円）

42.6 42.2 44.8 47.5 50.9

123.9 111.1 105.4 114.8 134.6

26.6 35.6 39.4 38.6 24.831.2 42.3 46.0 52.9 30.2
64.5 67.7 66.0

72.9 78.3
53.9 60.0 55.0

67.6 69.4
62.7 60.8 55.8

86.0
56.5

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

R3決算 R4決算 R5決算 R6当初 R7当初

歳出予算 直近5か年の推移

人件費 扶助費 公債費 事業費 物件費 補助費等 その他

412.4419.7
444.7

405.4

480.3

人件費
10％

扶助費
24%

公債費
8%

事業費
11%

物件費
15%

補助費等
14%

その他
18%

令和6年度当初歳出予算 性質別内訳

人件費
扶助費
公債費
事業費
物件費
補助費等
その他

義務的
経費
42％

投資的
経費
11％

その他
経費
47％

人件費
11%

扶助費
30%

公債費
6%

事業費
7%

物件費
18%

補助費等
15%

その他
13%

令和7年度当初歳出予算 性質別内訳

人件費
扶助費
公債費
事業費
物件費
補助費等
その他

投資的
経費
7％

義務的
経費
47％

その他
経費
46％
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●総務費
安全安心まちづくり基金積立金（30.0億円 → 0円 ▲30.0億円）
電子計算事業費（1.9億円 → 4.6億円 +2.7億円）

●民生費
児童手当給付費（15.6億円 → 23.7億円 +8.1億円）
教育・保育施設型給付事業費（32.0億円 → 39.4億円 +7.4億円）
物価高騰対応重点支援給付金給付事業費（3.5億円 → 0円 ▲3.5億円）
障害者介護給付費（24.5億円 → 25.9億円 +1.4億円）

●衛生費
脱炭素社会推進事業費（0.3億円 → 3.3億円 +3.0億円）
玄界環境組合負担金（13.9億円 → 13.1億円 ▲0.8億円）

●農林水産業費
ため池等整備事業費（0.9億円 → 1.4億円 +0.5億円）
漁港整備事業費（0.2億円 → 1.0億円 +0.8億円）

●消防費
緊急情報伝達システム事業費（0.2億円 → 5.4億円 +5.2億円）
宗像地区事務組合負担金（消防費）（9.9億円 → 10.6億円 +0.7億円）

●教育費
市立学校体育館空調設備整備事業費（26.3億円 → 0円 ▲26.3億円）
城山中学校整備事業費（4.7億円 → 1.3億円 ▲3.4億円）
学校情報化事業費（1.8億円 → 2.8億円 +1.0億円）
学校給食管理運営費（5.3億円 → 5.7億円 +0.4億円）

●公債費
繰上償還元金（13.7億円 → 0円 ▲13.7億円）

※カッコ内の数字は、（前年度予算額 → 今年度予算額 前年度増減額）

一般会計の歳出予算【目的別】

（億円）

A B B－A=C C/A
2.4 2.5 0.1 4.2 0.5 

97.0 65.6 ▲ 31.4 ▲ 32.4 14.8 

180.7 202.6 21.9 12.1 45.5 

37.0 40.8 3.8 10.3 9.2 

0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 

7.3 9.4 2.1 28.8 2.1 

7.8 8.6 0.8 10.3 1.9 

25.9 27.9 2.0 7.7 6.3 

12.7 18.4 5.7 44.9 4.2 

69.6 42.8 ▲ 26.8 ▲ 38.5 9.6 

0.2 0.2 0.0 0.0 0.0 

38.6 24.8 ▲ 13.8 ▲ 35.8 5.7 

1.0 1.0 0.0 0.0 0.2 

480.3 444.7 ▲ 35.6 ▲ 7.4 100.0 

公債費

予備費

合計

R6当初

災害復旧費

R7当初

商工費

土木費

消防費

教育費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

議会費

区分 増減額 増減比(%) 構成比(%)
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社会保障関係経費の推移（一般会計）

●児童福祉費
児童手当給付費（15.5億円 → 23.6億円 +8.1億円）
教育・保育施設型給付事業費（29.0億円 → 36.1億円 +7.1億円）

●障害者福祉費
障害者介護給付費（23.9億円 → 25.3億円 +1.4億円）
障害者訓練等給付費（11.6億円 → 12.9億円 +1.3億円）

●後期高齢者医療保険
後期高齢者医療特別会計繰出金（4.4億円 → 4.7億円 +0.3億円）
福岡県後期高齢者医療広域連合負担金（13.8億円 → 14.3億円 +0.5億円）

●社会保障関係経費の推移
R3：159.9億円 → R7：174.4億円 +14.5億円（うち一般財源 +8.6億円）

※カッコ内の数字は、（前年度予算額 → 今年度予算額 前年度増減額）

（億円）

159.9
148.3

161.9 154.4
174.4

56.4 56.6 63.1 62.0 65.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

R3決算 R4決算 R5決算 R6当初 R7当初

社会保障関係経費に占める一般財源額 直近5か年の推移

総額 うち一般財源

（億円）

A B B－A=C C/A

児童福祉費 52.8 68.8 16.0 30.3 39.4 

生活保護費 18.4 19.5 1.1 6.0 11.2 

障害者福祉費 40.5 43.2 2.7 6.7 24.8 

その他扶助費 3.1 3.1 0.0 0.0 1.8 

計 114.8 134.6 19.8 17.2 77.2 

国民健康保険 8.2 7.6 ▲ 0.6 ▲ 7.3 4.3 

介護保険 13.2 13.2 0.0 0.0 7.6 
後期高齢者
医療保険 18.2 19.0 0.8 4.4 10.9 

計 39.6 39.8 0.2 0.5 22.8 

154.4 174.4 20.0 13.0 100.0 

構成比(%)

扶
助
費

繰
出
金

合計

区分 増減額 増減比(%)R7当初R6当初
（億円）

62.4 47.3 50.7 52.8
68.8

15.4
16.0 16.9 18.4

19.5
30.8

33.3 37.7 40.5
43.215.3

14.5
17.6 3.1

3.18.3
8.5

8.9
8.2

7.612.3
12.2

12.6
13.2

13.215.4
16.5

17.5
18.2

19.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

R3決算 R4決算 R5決算 R6当初 R7当初

社会保障関係経費 直近5か年の推移

児童福祉費 生活保護費 障害者福祉費 その他扶助費 国民健康保険 介護保険 後期高齢者医療保険

161.9
148.3

174.4
159.9 154.4
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投資的経費の推移（一般会計）

●総務費
庁舎等整備事業費（3.6億円 → 0.1億円 ▲3.5億円）
宗像ユリックス管理運営費（0.9億円 → 0.3億円 ▲0.6億円）

●民生費
学童保育所整備事業費（0円 → 1.8億円 ＋1.8億円）

●農林水産業費
漁港整備事業費（0.2億円 → 1.0億円 +0.8億円）
ため池等整備事業費（0.9億円 → 1.4億円 +0.5億円）

●商工費
観光物産館改修事業費（1.0億円 → 0.4億円 ▲0.6億円）

●土木費
橋梁維持管理費（1.8億円 → 2.9億円 ＋1.1億円）
急傾斜地崩壊対策事業費（1.4億円 → 0.5億円 ▲0.9億円）

●消防費
緊急情報伝達システム事業費（0円 → 5.2億円 ＋5.2億円）

●教育費
市立学校体育館空調設備整備事業費

（26.3億円 → 0円 ▲26.3億円）
城山中学校整備事業費（4.7億円 → 1.3億円 ▲3.4億円）
小学校施設改修事業費（1.0億円 → 2.6億円 +1.6億円）

※カッコ内の数字は、（前年度予算額 → 今年度予算額 前年度増減額）

（億円）

A B B－A=C C/A

5.4 0.9 ▲ 4.5 ▲ 83.3 3.0 

0.6 2.4 1.8 300.0 8.0 

0.4 0.4 0.0 0.0 1.3 

2.2 3.5 1.3 59.1 11.6 

1.0 0.5 ▲ 0.5 ▲ 50.0 1.7 

8.6 9.9 1.3 15.1 32.7 

0.5 5.9 5.4 1,080.0 19.5 

34.0 6.5 ▲ 27.5 ▲ 80.9 21.5 

0.2 0.2 0.0 0.0 0.7 

52.9 30.2 ▲ 22.7 ▲ 42.9 100.0 

災害復旧費

合計

消防費

教育費

商工費

土木費

衛生費

農林水産業費

増減比(%) 構成比(%)

総務費

R6当初 R7当初 増減額

民生費

区分
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●財政調整基金
物価高騰や労務単価の上昇により増加する費用に対応するための財源として、
7.8億円を取り崩し。

●減債基金
将来にわたる財政の健全な運営のため、市債の繰上償還に必要な財源として活用。
R7年度は繰上償還の実施を予定していないため、取り崩しを行わない。

●公共施設等維持更新基金
公共施設のアセットマネジメント事業（施設の更新及び改修費）の財源として活用。
城山中学校整備事業費や小学校施設改修事業費などの一般財源分として4.1億円を取り崩し。

●ふるさと基金
ふるさと寄附金を原資とし、寄附者が指定した事業の財源として9.6億円を取り崩し。
R7年度のふるさと寄附額の1/2（7.8億円）をふるさと基金に積み立て。

●安全安心まちづくり基金
災害等に強い安全で安心なまちづくりを図るため、R6年度に新設。
防災対策事業費などの予防対策分として0.7億円を取り崩し。

基金残高の推移
（億円）

（億円）

取崩額 積立額 残高
見込 A 取崩額 積立額 残高

見込 B

58.5 58.7 64.1 33.6 0.2 30.7 7.8 0.2 23.1 ▲ 7.6 ▲ 24.8

33.1 36.5 31.7 12.7 0.1 19.1 0.0 0.1 19.2 0.1 0.5

65.3 67.5 65.0 4.1 0.4 61.3 4.1 0.4 57.6 ▲ 3.7 ▲ 6.0

16.6 18.0 17.3 12.4 5.0 9.9 9.6 7.8 8.1 ▲ 1.8 ▲ 18.2

- - - 0.1 31.0 30.9 0.7 0.0 30.2 ▲ 0.7 ▲ 2.3

46.0 47.0 45.8 0.2 0.3 45.9 0.2 0.2 45.9 0.0 0.0

219.5 227.7 223.9 63.1 37.0 197.8 22.4 8.7 184.1 ▲ 13.7 ▲ 6.9

増減比(％)
C/A

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

公 共 施 設 等
維 持 更 新 基 金

ふ る さ と 基 金

R4末
残高

R6末残高見込(3月補正) 増減額
B-A=C区分 R3末

残高

R7末残高見込(当初)

合計

安 全 安 心
ま ち づ く り 基 金

そ の 他 基 金

R5末
残高
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市債残高の推移

＜市債＞
投資的経費が前年度に対して22.7億円減少することに伴い、借入予定額は減少する。
また定期償還額が借入予定額を上回るため、市債残高は減少し、引き続き財政安定化
プランの目標値250億円を下回り、R7年度末残高見込みは202.6億円となる。

●合併特例事業債（充当率95% 交付税措置率70%）
R5年度事業（R6年度への繰越分含む）における発行をもって合併特例事業は終了。
今後は定期償還により残高は減少予定。

●臨時財政対策債
普通交付税の財源不足のうち、地方負担分を臨時財政対策債で借入れ。
元利償還金については、後年度の普通交付税需要額に算入され、財源措置。
近年の市債残高が200億円程度で安定して推移していることから、
R7年度は繰上償還の実施予定なし。

●緊急防災・減災事業債（充当率100% 交付税措置率70%）
R6年度は市立学校体育館空調設備整備事業（借入額17.6億円）を実施。
またR7年度は緊急情報伝達システム事業（借入額5.2億円）を予定しており、
残高の増加が見込まれる。

●その他の市債
R7年度は新たに創設されるデジタル活用推進事業債を学校情報化事業

（借入額1.5億円）で借入予定。

（億円）

償還額 借入
予定額

残高
見込 A 償還額 借入

予定額
残高

見込 B

合併特例事業債 63.2 55.7 49.6 8.3 0.0 41.3 8.5 0.0 32.8 ▲ 8.5 ▲ 20.6

臨時財政対策債 82.5 69.3 49.9 19.5 0.9 31.3 3.3 0.0 28.0 ▲ 3.3 ▲ 10.5

緊急防災・減災事業債 3.2 3.6 4.7 0.5 20.9 25.1 0.8 5.9 30.2 5.1 20.3

その他の市債 79.8 87.7 97.9 9.8 20.6 108.7 10.6 13.5 111.6 2.9 2.7

合計 228.7 216.3 202.1 38.1 42.4 206.4 23.2 19.4 202.6 ▲ 3.8 ▲ 1.8

増減額
B-A=C

増減比(％)
C/A

R3末
残高

R4末
残高

R5末
残高

R6末残高見込(3月補正) R7末残高見込(当初)

（億円）
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●経常収支比率

R7年度当初数値：98.2％（前年度比+5.5ポイント）
目標値：95.０％以下（当初予算時）

R7年度は、市税はほぼ横ばい（定額減税の影響を除く）で推
移するが、普通交付税の増加により経常一般財源（分母）は増
加する見込み。しかしながら、人件費、物件費、扶助費の増加等
により、経常経費（分子）が増加し、経常収支比率は上昇する
見込み。
この状況に対応するため、計画的な経常経費の削減が求められ

る。本市財政安定化プランにおける目標値90％以下の達成に向
けて、行財政改革を進める。

●実質公債費比率

R7年度当初数値：▲0.9％（前年度比▲0.7ポイント）
目標値：3.0％以下

R7年度は、繰上償還等により市債の元利償還金は減少してい
ることから、過去に発行した合併特例事業債などの普通交付税算
入公債費等の額は減少傾向であるものの、継続して実質公債費
比率はマイナスの数値を維持する見込み。
将来世代への過度な負担を回避し、健全財政を維持するため

に、今後も市債残高を財政安定化プラン目標値（250億円以
下）が維持できるよう管理に努める。

（注）青字は当初予算値、その他は決算値

財政指標の推移
(%)

(%)

(経常経費充当一般財源等)
(経常一般財源等) ×100

(元利償還金等-普通交付税算入公債費等の額)
(標準財政規模-普通交付税算入公債費等の額) ×100
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